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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
提出会社の経営指標等

回次
第142期
第３四半期
累計期間

第143期
第３四半期
累計期間

第142期
第３四半期
会計期間

第143期
第３四半期
会計期間

第142期

会計期間

自  平成20年
     ４月１日
至  平成20年
     12月31日

自  平成21年
     ４月１日
至  平成21年
     12月31日

自  平成20年
     10月１日
至  平成20年
     12月31日

自  平成21年
     10月１日
至  平成21年
     12月31日

自  平成20年
     ４月１日
至  平成21年
     ３月31日

売上高 (千円) 5,891,0956,892,8032,112,4152,623,2888,421,574

経常利益 (千円) 108,670173,978 101,652 148,174 327,915

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) △124,341149,097△132,287 131,364 65,065

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 1,000,0001,000,0001,000,000

発行済株式総数 (株) ― ―

普通株式　　　　　　　
　　　17,389,850　　
　　　　　　　第一回優

先株式　　　　
5,000,000　　　　　　
　　　　第二回優先

株式　　　　
12,312,500　　　　　
　　　　　　第三回優
先株式　　　　
10,000

普通株式　　　　　　　
　　　17,389,850　　
　　　　　　　第一回優

先株式　　　　
5,000,000　　　　　　
　　　　第二回優先

株式　　　　
12,312,500　　　　　
　　　　　　第三回優
先株式　　　　
10,000

普通株式　　　　　　　
　　　17,389,850　　
　　　　　　　第一回優

先株式　　　　
5,000,000　　　　　　
　　　　第二回優先

株式　　　　
12,312,500　　　　　
　　　　　　第三回優
先株式　　　　
10,000

純資産額 (千円) ― ― 1,649,6591,988,3011,839,157

総資産額 (千円) ― ― 8,132,8509,256,2868,652,664

１株当たり純資産額 (円) ― ― △226.07 △206.83 △216.38

１株当たり四半期純利益
又は四半期(当期)純損失
(△)

(円) △10.77 5.27 △8.82 6.46 △1.08

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ― 1.19 ― 1.07 ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 20.3 21.5 21.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 960,467△1,484,002 ― ― 1,792,246

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 22,596△121,698 ― ― 6,560

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,453,4161,030,046 ― ― △1,707,241

現金及び現金同等物の四
半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,336,9011,323,1651,898,819

従業員数 (名) ― ― 143 154 146

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。
　　 ２　「持分法を適用した場合の投資利益」については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。
　　 ３　第142期第３四半期累計(会計)期間、第142期及び第143期第３四半期累計(会計)期間は、配当を行っておりませ

ん。
　　 ４　第142期第３四半期累計期間、第142期第３四半期会計期間及び第142期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当

期)純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期(当期)純損失であるため、記載しており
ません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。 

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況
平成21年12月31日現在

従業員数(名) 154

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　臨時従業員数については従業員数の10％に満たないため、記載を省略しております。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

鋼構造物事業 　 　

　橋梁 2,448,794 ＋27.2

合計 2,448,794 ＋27.2

(注) １　生産高は、契約金額に生産進行率を乗じて算出しております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

鋼構造物事業 　 　 　 　

　橋梁 1,868,063 △48.6 7,475,698 △26.9

合計 1,868,063 △48.6 7,475,698 △26.9

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

鋼構造物事業 　 　

　橋梁 2,623,288 ＋24.2

合計 2,623,288 ＋24.2

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

相手先
販売高　　　
(千円)

割合
 (％)

相手先
販売高　　　
(千円)

割合
 (％)

国土交通省 1,008,99747.8国土交通省 1,164,77544.4

三菱重工鉄構エンジニアリ
ング㈱

254,00112.0
独立行政法人鉄道建設・
運輸施設整備支援機構

600,59022.9

　　　　　(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　前第３四半期会計期間の独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、当第３四半期会計期間の

三菱重工鉄構エンジニアリング㈱については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略してお

ります。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有

価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、一昨年秋の金融危機に端を発する世界的な景気の低迷

が長引いており、生産や個人消費において持ち直しの動きが見られるものの、企業収益の落ち込みによる

雇用情勢の悪化など、依然として厳しい状況にあります。

　公共投資関連の市場におきましては、大型補正予算に伴い発注量が一時的に増加傾向に推移しておりま

したが、今後は公共事業の見直しや公共事業費の削減がより一層進むと見られ、一段と厳しさを増してき

ております。当社がその大半を依存しております橋梁業界におきましても、総合評価方式により落札価格

に一定の歯止めはかかっているものの、多数の企業で受注を競い合う非常に厳しい状況が続いておりま

す。 

　このような厳しい状況におきまして、当社は、全社をあげて受注活動に取り組みましたが、第２四半期会

計期間に集中的に発注が行なわれたことから、当第３四半期会計期間の発注量は総じて低調となり、当第

３四半期会計期間の受注高としましては18億６千８百万円（前年同四半期比48.6％減）となりました。

売上高につきましては手持ち工事の売上が順調に計上された結果26億２千３百万円（前年同四半期比

24.2％増）となり、受注残高につきましては74億７千５百万円（前年同四半期比26.9％減）となりまし

た。 

　損益面では、既存工事のコスト削減活動の効果等により、売上総利益は２億９千３百万円（前年同四半

期比22.6％増）となりました。また、「事業再生計画」に沿った様々な経費圧縮策を引き続き実行し、販

売費及び一般管理費の縮減に努めた結果、営業利益は１億６千２百万円（前年同四半期比40.4％増）と

なりました。また、支払利息の削減が順調に進んだことなどにより、経常利益は１億４千８百万円（前年

同四半期比45.8％増）となり、四半期純利益は１億３千１百万円（前年同四半期は１億３千２百万円の

四半期純損失）となりました。

なお、第１四半期会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27

日）を適用しております。これにより、当第３四半期会計期間の売上高は152,636千円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前四半期純利益は、それぞれ4,612千円増加しております。

　事業部門別の業績は、当社の事業は、〔鋼構造物事業〕に集中させており、〔その他〕特記すべきものは

ございません。
　
(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末における総資産は92億５千６百万円となりました。

　流動資産は、前事業年度末に比べ13.6％増加し、48億５千３百万円となりました。これは、現金及び預金

が５億７千５百万円減少したものの、受取手形及び売掛金が11億６千６百万円増加したことなどによる

ものであります。

　固定資産は、前事業年度末に比べ0.5％増加し、44億２百万円となりました。これは、機械及び装置が６千

９百万円増加したことなどによるものであります。

　流動負債は、前事業年度末に比べ5.4％増加し、67億９千１百万円となりました。これは、前受金が７億５

千１百万円、１年内返済予定の長期借入金が３億２千２百万円、未払金が１億６千１百万円、損害賠償損

失引当金が１億６百万円それぞれ減少したものの、短期借入金が12億８千５百万円、支払手形及び買掛金

が４億２千万円増加したことなどによるものであります。

　固定負債は、前事業年度末に比べ29.3％増加し、４億７千６百万円となりました。これは、長期借入金が

６千７百万円増加したことなどによるものであります。

　純資産は、前事業年度末に比べ8.1％増加し、19億８千８百万円となり、自己資本比率は21.5％となりま

した。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、13億２千３百万円となり、

第２四半期会計期間末より５億２千６百万円増加いたしました。主な要因は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期会計期間における営業活動による資金の増加は５億７千１百万円（前年同四半期会計期

間は２千５百万円の増加）となりました。これは主に仕入債務の増加４億８千１百万円、税引前四半期純

利益１億３千５百万円の計上などによるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期会計期間における投資活動による資金の減少は９千６百万円（前年同四半期会計期間は

６百万円の減少）となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出９千７百万円によるもので

あります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期会計期間における財務活動による資金の増加は５千１百万円（前年同四半期会計期間は

１億４千９百万円の減少）となりました。これは主に長期借入金の返済による支出９千８百万円などが

ありましたが、短期借入金の純増額１億５千万円などによるものであります。

　

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。
　

　

(5) 研究開発活動

記載すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、確定した重要な設備の新設、除去等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】
(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,809,400

第一回優先株式 5,000,000

第二回優先株式 12,312,500

第三回優先株式 10,000

計 156,131,900
　

② 【発行済株式】
　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,389,85017,389,850

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

株主としての権利内容に
制限のない、標準となる株
式であり、単元株式数は50
株であります。

第一回優先株式
（注）１

5,000,000 5,000,000非上場
単元株式数は50株
（注）２,３,５,８

第二回優先株式
（注）１

12,312,50012,312,500非上場
単元株式数は50株
（注）２,３,４,６,８

第三回優先株式
（注）１

10,000 10,000非上場
単元株式数は1株
（注）２,３,７,８

計 34,712,35034,712,350 ― ―

(注) １　行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。

２　第一回優先株式、第二回優先株式および第三回優先株式は、当社の普通株式の株価を基準として取得価額が修正

され、取得と引換えに交付する普通株式数が変動します。行使価額等の修正基準、頻度および行使価額の下限を

定めており、これらの詳細については、(注)５,６および７に記載のとおりであります。なお、当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等の権利の行使に関する事項についての取決め、および当社の株券の売買に関する

事項についての所有者との間の取決めはありません。

３　当社は、財務体質の改善および強化を目的として、第一回優先株式、第二回優先株式および第三回優先株式の発

行による第三者割当増資を実施しております。

４　第二回優先株式12,312,500株のうち9,000,000株は現物出資(借入金の株式化2,880,000千円)によって発行され

たものであります。

５　第一回優先株式の内容は以下のとおりであります。

(1)優先配当金

　①優先配当金の額

　　第一回優先株式1株当たりの優先配当金(以下「第一回優先配当金」という。)の額は、平成16年3月31日に終了す

る営業年度までは無配とする。平成16年4月1日に開始する営業年度以降は、第一回優先株式の発行価額(200

円)に、それぞれの営業年度ごとに下記の年率を乗じて算出した額とする。第一回優先配当金の額は、円位未満

小数第4位まで算出し、その小数第4位を四捨五入する。計算の結果が20円を超える場合は、第一回優先配当金

の額は20円とする。平成16年4月1日以降、次回年率修正日(下記に定義される)の前日までの各営業年度につい

て、下記算式により計算される年率(以下「第一回優先配当年率」という。)とする。

　第一回優先配当年率＝日本円TIBOR(6ヶ月物)＋1.5％

第一回優先配当年率は、％位未満小数第4位まで算出し、その小数第4位を四捨五入する。「年率修正日」は、平

成17年4月1日および、以降平成25年3月31日までの毎年4月1日とする。当日が銀行休業日の場合は、前営業日を

年率修正日とする。「日本円TIBOR(6ヶ月物)」は、平成16年4月1日または各年率修正日(当日が銀行休業日の

場合は前営業日)およびその直後の10月1日(当日が銀行休業日の場合は前営業日)の2時点(「優先配当決定基

準日」という。)において、午前11時における日本円6ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・

レート(日本円TIBOR)として全国銀行協会連合会によって公表される数値の平均値を指すものとし、優先配当

決定基準日に日本円6ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レートが公表されない場合、当該

平均値の算出にあたっては、同日(当日が、銀行休業日の場合は前営業日)ロンドン時間午前11時にスクリーン

・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手レート(ユーロ円LIBOR6ヶ月物(360日ベース)として英国銀
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行協会によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを用いる。 

　②非累積条項　　　　　　　　

　　第一回優先株式を有する株主（以下「第一回優先株主」という。）または第一回優先株式の登録株式質権者

（以下「第一回優先登録株式質権者」という。）に対して支払われる1株当り利益配当金の額が上記①に定め

る第一回優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

　③非参加条項

　　第一回優先株主または第一回優先登録質権者に対しては、第一回優先配当金を超えて配当は行わない。 

(2)残余財産の分配

　　当社の残余財産を分配するときは、第一回優先株主または第一回優先登録質権者に対し、第一回優先株式1株に

つき200円を普通株式を有する株主または普通株式の登録質権者に先立って支払う。第一回優先株主または第

一回優先登録質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。

(3)議決権

　　第一回優先株主は、株主総会において議決権を有しない。 

(4)金銭を対価とする取得請求権

　　第一回優先株主は、当社に対し、平成21年以降、いつでも第一回優先株式の一部又は全部の取得を請求すること

ができる。当社は、この請求がなされた場合には、平成16年3月期以降の税引後利益の累積額が10億円を超えて

いることを条件に、その直前の事業年度の税引後当期利益の2分の1の金額を限度とし、第一回優先株式の取得

を行うものとする。当社は、第一回優先株式の取得請求後2ヶ月以内に、第一回優先株式の取得手続を終了させ

るものとし、取得の対価として第一回優先株式1株につき200円を支払うものとする。なお、取得請求の総額が、

上記の取得のための限度額を超える場合は、各取得請求額の割合に応じ、これを取得する。

(5)新株引受権等

　　当社は、法令に定める場合を除き、第一回優先株式について株式の併合または分割は行わない。当社は、第一回優

先株主に対し、新株の引受権または新株予約権もしくは新株予約権付社債の引受権を与えない。 

(6)普通株式を対価とする取得請求権

  　第一回優先株主は、当社に対し、下記の取得の条件で、当社の普通株式の交付を対価とする第一回優先株式の取

得を請求することができる。ただし、取得の請求をした日（以下「取得請求日」という。）において、以下に定

義する剰余授権株式数が以下に定義する請求対象普通株式総数を下回る場合には、(i)当該取得請求(以下

「本件請求」という。)に係る第一回優先株式の数に、(ii)剰余授権株式数を請求対象普通株式総数で除して

得られる数を乗じた数（少数第１位まで計算し、その少数第１位を切り捨てる。）の第一回優先株式について

のみ本件請求の効力が生じるものとし、本件請求の効力は生じる第一回優先株式以外の本件請求にかかる第

一回優先株式については、取得請求がなされなかったものとみなす。なお、複数の本件請求がなされ、その到達

の先後不明の場合は、同時に到達したものとみなし、各本件請求に係る請求対象普通株式総数の総数が剰余授

権株式数を上回る場合には、按分により本件請求の効力が生じるものとし、本件請求の効力が生じる第一回優

先株式以外の本件請求にかかる第一回優先株式については、取得請求がなされなかったものとみなす。

　　「剰余授権株式数」とは、以下のＡおよびＢのいずれか小さい数をいう。

Ａ：(I)当該取得請求日における当社の発行可能株式総数より、(II)(i)当該取得請求日における発行済普通株

式の数、(ii)当該取得請求日における発行済第一回優先株式の数、(iii)当該取得請求日における発行済第

二回優先株式の数、(iV)新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含み、権利を行使することができ

る期間の初日が到来していないものを除く。）の新株予約権者がその新株予約権の行使により取得するこ

ととなる普通株式の数（それぞれ少数第１位まで算出し、その少数第１位を切り上げる。）の総数を控除し

た数をいう。

Ｂ：(I)当該取得請求日における当社の普通株式の発行可能種類株式総数より、(II)(i)当該取得請求日におけ

る発行済普通株式の数、(ii)新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含み、権利を行使することが

できる期間の初日が到来していないものを除く。）の新株予約権者がその新株予約権を行使することによ

り取得することとなる普通株式の数（それぞれ少数第１位まで算出し、その少数第１を切り上げる。）の総

数を控除した数をいう。

「請求対象普通株式総数」とは、第一回優先株主が当該取得請求日に取得を請求した第一回優先株式の発

行価格の総額を当該取得請求に適用される取得価格で除して得られる数（少数第１位まで算出し、その少

数第１位を切り上げる。）をいう。
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　① 取得請求期間

　平成20年4月1日から平成25年3月31日までとする。

　② 取得により発行する株式の内容

　普通株式

　③ 取得により発行すべき普通株式数

　第一回優先株式の取得により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。

      　　　取得により発行              第一回優先株主が取得請求の

　　　　すべき普通株式数　　　　＝　ために提出した第一回優先株　÷　取得価額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　式の発行価額総額

　　　発行株式数の算出に当って1株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

  ④ 当初取得価額

　当初取得価額は、普通株式1株当たり327.6円とする。 

　⑤ 取得価額の修正

　　取得価額は、平成21年4月1日から平成25年3月31日まで、毎年4月1日(以下、それぞれ「取得価額修正日」とい

う。)に、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社

の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)に修正される

(修正後取得価額は円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。なお、上記の時価算定期

間内に、下記⑥で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、下記⑥に準じて取締役会が

適当と判断する値に調整される。)。ただし、上記計算の結果、修正後取得価額が当初取得価額の70%(円位未

満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。以下「下限取得価額」という。ただし、下記⑥によ

り調整される。)を下回る場合には下限取得価額をもって、また修正後取得価額が当初取得価額の200%(以下

「上限取得価額」という。ただし、下記⑥により調整される。)を上回る場合には上限取得価額をもって修正

後取得価額とする。

　⑥ 取得価額の調整 

　Ａ. 当社は、第一回優先株式発行後、本号B.に掲げる各事由により、当社の普通株式数に変更を生じる場合または

変更を生ずる可能性がある場合は、取得価額を次に定める算式(以下「取得価額調整式」という。)により調

整する。取得価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五

入する。

　 　 　 　
既発行普通株式数 ＋

新発行・処分普通株式数×１株当たりの発行・処分価額

調整後
＝
調整前

×
時価

取得価額 取得価額 既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数

　Ｂ. 取得価額調整式により第一回優先株式の取得価額の調整を行う場合およびその調整後の取得価額の適用時

期については、次に定めるところによる。

(イ) 本号D.(ロ)に定める時価を下回る発行価額または処分価額をもって普通株式を新たに発行または当社

の有する当社の普通株式を処分する場合。

調整後の取得価額は、払込期日の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日

以降、これを適用する。

(ロ) 株式分割により普通株式を発行する場合。

調整後の取得価額は、株式分割のための株主割当日の翌日以降これを適用する。ただし、配当可能利益

から資本に組み入れられることを条件にその部分をもって株式分割により普通株式を発行する旨取

締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入れの決議をする株主総会の終結の日以前の日

を株式分割のための株主割当日とする場合には、調整後の取得価額は、当該配当可能利益の資本組入

れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。なお、上記ただし書の場合におい

て、株式分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の

終結の日までに取得をなした者に対しては、次の算出方法により、当社の普通株式を新たに発行する。

 

　 　
（

調整前
－

調整後
） ×

調整前取得価額をもって取得により

株式数 ＝
取得価額 取得価額 当該期間内に発行された株式数

調整後取得価額

　この場合に、1株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 
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(ハ) 本号D.(ロ)に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に取得される証券もしくは取得できる

証券または当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場

合。

調整後の取得額は、発行される証券または新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の取得

価額で取得されまたは当初の行使価額で行使されたものとみなして取得価額調整式を準用して算出

するものとし、払込期日(新株予約権が無償にて発行される場合は発行日)の翌日以降これを適用す

る。ただし、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

　Ｃ. 取得価額調整式により算出された調整後の取得価額と調整前の取得価額との差額が1円未満にとどまる限り

は、取得価額の調整はこれを行わない。ただし、この差額相当額は、その後取得価額の調整を必要とする事由が

発生した場合に算出される調整後の取得価額にそのつど算入する。 

Ｄ. (イ)取得価額調整式の計算については、円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。

(ロ)取得価額調整式で使用する時価は、調整後の取得価額を適用する日(ただし、本号B.(ロ)ただし書きの場

合は株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通

株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とする。この場合、

平均値の計算は、円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。

(ハ)取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、また株主割当日がない

場合は、調整後の取得価額を適用する日の1ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日に

おける当社の有する当社普通株式数を控除した数とする。

Ｅ. 当社は、本号B.の取得価額の調整を必要とする場合以外にも、次に揚げる場合には、取締役会が適当と判断す

る取得価額の調整を行うものとする。

(イ)株式の併合、資本の減少、商法第373条に定められた新設分割、商法第374条ノ16に定められた吸収分割、ま

たは合併のために取得価額の調整を必要とするとき。 

(ロ)その他当社普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により取得価額の調整を必要とす

るとき。

(ハ)取得価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

⑦ 取得請求受付場所

　　大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部 

⑧ 取得の効力発生

　　取得の効力は、取得請求書及び第一回優先株券が前述⑦に記載する取得請求受付場所に到着したときに発生す

る。 

(7)普通株式を対価とする取得条項

　　取得を請求し得べき期間中に取得請求のなかった第一回優先株式は、同期間の末日の翌日以降の日で取締役会

の決議で定める日(以下強制取得日という。)において、第一回優先株式1株の発行価額相当額を強制取得日に

先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日

の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)で除して得られる数の普通株式となる。ただし、

平均値の計算は、円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。この場合当該平均値が、下限

取得価額を下回るとき、または上限取得価額を上回るときは、第一回優先株式1株の発行価額相当額をそれぞ

れ下限取得価額、または上限取得価額で除して得られる数とする。

(8)期中取得または強制取得があった場合

　　第一回優先株式の取得により発行された普通株式に対する最初の利益配当金については、取得の請求または強

制取得が4月1日から9月30日までになされたときは4月1日に、10月1日から翌年の3月31日までになされたとき

は10月1日に、それぞれ取得があったものとみなしてこれを支払う。 
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(9)優先順位

　① 剰余金の配当の額

　　第一回優先配当金、第二回優先配当金および第三回優先配当金の支払順位は、第二回優先配当金を第１順位、第

一回優先配当金を第２順位とし、第三回優先配当金を第３順位とする。

  ② 残余財産の分配の優先順位

　　第一回優先株式、第二回優先株式および第三回優先株式に係る残余財産の分配の支払順位は第一回優先株式に

係る残余財産の分配の支払を第１順位、第二回優先株式に係る残余財産の分配の支払を第２順位とし、第三回

優先株式に係る残余財産の分配の支払を第３順位とする。

　③ 取得請求権の優先順位

　　第一回優先株式に係る取得請求権の行使、第二回優先株式に係る取得請求権の行使及び第三回優先株式に係る

取得請求権の行使の各々がなされ、その取得請求場所への到達が同時又はその先後が不明の場合は、第二回優

先株式に係る取得請求権の行使を第１順位、第一回優先株に係る取得請求権の行使を第２順位とし、第三回優

先株に係る取得請求権の行使を第３順位とする。

(10)新株式の継続保有の取決めに関する事項

　　該当事項なし。

　

６　第二回優先株式の内容は以下のとおりであります。

(1)配当金

　①優先配当金の額

　　当社は、剰余金の配当(配当財産の種類は問わない。)をするときは、当該配当の基準日の最終株主名簿に記載ま

たは記録された第二回優先株式を有する株主(以下、「第二回優先株主」という。)または第二回優先株式の登

録株式質権者(以下、「第二回優先登録株式質権者」という。)に対し、同日の最終の株主名簿に記載または記

録された普通株式を有する株主(以下、「普通株主」という。)もしくは普通株式の登録株式質権者(以下、「普

通登録株式質権者」という。)に先立ち、かつ第17項に定める支払順位に従い、第二回優先株式の払込金額(320

円)に対し、下記により事業年度毎に定められる第二回優先株式配当金配当年率に基づき、当該基準日が属す

る事業年度の初日(2007年３月31日に終了する事業年度にあっては2006年10月１日。いずれにおいても当該日

を含む。)から当該配当の基準日(同日を含む。)までの期間につき月割計算(但し、１ヶ月未満の期間について

は年365日の日割計算)により算出される額の配当(以下、「第二回優先配当金」という。)をする。計算の結果

が32円を超えるときは、第二回優先配当金の額は32円とする。但し、既に当該事業年度に属する日を基準日と

して第二回優先株主または第二回優先登録株式質権者に配当金(次号に定める第二回累積未配当金に対する

配当金を除く。)を支払ったときは、かかる配当金の累積額を控除する。

 

第二回優先配当金配当年率＝日本円TIBOR(６ヶ月物)＋１％

 

「日本円TIBOR(６ヶ月物)」は、各事業年度の初日(当日が銀行休業日の場合は直前の銀行営業日)の、午前11

時における日本円６ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レートとして全国銀行協会によっ

て公表される数値とする。また、当該日において午前11時における日本円６ヶ月物トーキョー・インター・バ

ンク・オファード・レートが公表されない場合は、同日(当日が銀行休業日の場合は直前の銀行営業日)ロン

ドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるユーロ円６ヶ月物ロンドン・インター・バンク・オ

ファード・レート(ユーロ円LIBOR６ヶ月物(360日ベース))として英国銀行協会によって公表される数値また

はこれに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR(６ヶ月物)に代えて用いるものとする。日本円

TIBOR(６ヶ月物)またはこれに代えて用いる数値は、％位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨

五入する。
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　②累積型

　　ある事業年度において第二回優先株主または第二回優先登録株式質権者に支払われた配当金の合計額が上記①

の第二回優先株式配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度に限り累積するものとする(以下、

「第二回累積未配当金」という。)。第二回累積未配当金は、全ての種類の株主に対する配当金に先立って支払

われるものとする。

　③非参加型

　　第二回優先株主または第二回優先登録株式質権者に対しては、第二回優先配当金を超えて配当は行わない。

(2)残余財産の分配

　　第二回優先株主または第二回優先登録株式質権者に対しては、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、か

つ第８項に定める支払順位に従い、第二回優先株式１株につき320円を優先して分配するものとし、これを超

える部分については、普通株主または普通登録株式質権者に全額分配される。

(3)株主総会における議決権

　　第二回優先株主は、株式総会において議決権を有さない。

(4)譲渡制限

　　第二回優先株式を譲渡により取得するには、当社取締役会の承認を要する。

(5)普通株式を対価とする取得請求権

　　第二回優先株主は、当社に対し、以下に定める取得請求期間中、以下に定める取得の条件で、その有する第二回優

先株式の全部または一部につき、普通株式の交付を対価とする取得を請求することができる。但し、本項に基

づく第二回優先株主による取得の請求(本項において、以下、「本件請求」という。)がなされた下記①に定め

る取得請求可能日において、剰余授権株式数(以下に定義される。)が請求対象普通株式総数(以下に定義され

る。)を下回る場合には、(ⅰ)本件請求に係る第二回優先株式の数に、(ⅱ)剰余授権株式数を請求対象普通株式

総数で除して得られる数を乗じた数(小数第１位まで計算し、その小数第１位を切り捨てる。)の第二回優先株

式のみ、本件請求の効力が生じるものとし、本件請求の効力が生じる第二回優先株式以外の本件請求に係る第

二回優先株式については、取得請求がなされなかつたものとみなす。なお、複数の本件請求がなされ、同時に到

達した場合、各本件請求に係る請求対象普通株式総数の総数が剰余授権株式数を上回る場合には、按分により

本件請求の効力が生じるものとし、本件請求の効力が生じる第二回優先株式以外の本件請求に係る第二回優

先株式については、取得請求がなされなかつたものとみなす。複数の本件請求がなされ、その到達の先後不明

の場合には、同時に到達したものとみなす。

　　「剰余授権株式数」とは、以下のＡ及びＢのいずれか小さい数をいう。

　　Ａ：(Ⅰ)当該取得請求可能日における当社の発行可能株式総数より、(Ⅱ)(ⅰ)当該取得請求可能日における発行

済普通株式の数、(ⅱ)当該取得請求可能日における発行済第一回優先株式の数、(ⅲ)当該取得請求可能日

における発行済第二回優先株式の数、(ⅳ)新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。但し、権

利を行使することがきる期間の初日が到来していないものを除く。)の新株予約権者がその新株予約権の

行使により取得することとなる普通株式の数(それぞれ小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上

げる。)の総数を控除した数をいう。

　　Ｂ：(Ⅰ)当該取得請求可能日における当社の普通株式の発行可能種類株式総数より、(Ⅱ)(ⅰ)当該取得請求可能

日における発行済普通株式の数、(ⅱ)新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。但し、権利を

行使することがきる期間の初日が到来していないものを除く。)の新株予約権者がその新株予約権の行使

により取得することとなる普通株式の数(それぞれ小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げ

る。)の総数を控除した数をいう。

　　「請求対象普通株式総数」とは、第二回優先株主が当該取得請求可能日に取得を請求した第二回優先株式の払

込金額の総額を当該取得請求可能日における下記②に定める取得価額で除して得られる数(小数第１位まで

算出し、その小数第１位を切り上げる。)の総数をいう。

①取得請求期間

2006年12月28日から2010年６月30日までとする。取得請求期間に属する日を取得請求可能日という。

②取得の条件

当社は、本件請求に係る第二回優先株式を取得したときは、第二回優先株式１株につき下記(イ)乃至(ハ)

に定める取得価額に基づいて算定される数の当社の普通株式を交付する。

(イ)当初取得価額

40円
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(ロ)取得価額の修正

取得価額は、第二回優先株主が当社に対し第二回優先株式の取得を請求した日(以下、「修正日」とい

う。)において、修正日における「時価」が、当該修正日の前日において有効な取得価額を下回る場合は、

当該時価に修正される(以下、「修正後取得価額」という。)。但し、修正後取得価額が当初取得価額の50％

に相当する金額(円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以下、「下限取得価額」

という。但し、下記(ハ)により調整される。)を下回る場合には下限取得価額をもって修正後取得価額とす

る。上記「時価」とは、当該修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所(当

社の普通株式が同取引所に上場されていないときは株式会社大阪証券取引所)における当社の普通株式

の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日を除く。円位未満小数第１位まで算出

し、その小数第１位を切り上げる。)とする。なお、取得価額の修正は、第二回優先株式の取得が請求される

毎に行われ、当該修正後取得価額は、当該修正日に取得請求がなされていない第二回優先株式については

適用しないものとする。

(ハ)取得価額の調整

(a)第二回優先株式発行後、以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調

整する。

(ⅰ)普通株式につき株式の分割または株式無償割当てをする場合、以下の算式により取得価額を調整す

る。なお、株式無償割当ての場合には、下記の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割

当て前発行済普通株式数(但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。)」、「分割後発行済普

通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数(但し、その時点で当社が保有する普通株式を除

く。)」とそれぞれ読み替える。

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

　　調整後の取得価額は、株式の分割に係る基準日または株式無償割当ての効力が生ずる日(無償割当て

に係る基準日を定めた場合は当該基準日)の翌日以降これを適用する。但し、分配可能額から資本に

組み入れられることを条件としてその部分をもって株式分割により普通株式を発行する旨取締役

会で決議する場合で、当該分配可能額の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式

分割のための基準日とする場合には、調整後取得価額は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、これ

を適用する。

(ⅱ)普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取

得価額を調整する。

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

(ⅲ)調整前の取得価額を下回る払込金額をもって普通株式を発行または当社が保有する普通株式を処

分する場合(無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される株式もしくは新株予約権(新

株予約権付社債に付されたものを含む。以下、本(ⅲ)において同じ。)の取得による場合または普通

株式を目的とする新株予約権の行使による場合を除く。)、次の算式(以下、「取得価額調整式」とい

う。)により取得価額を調整する。調整後の取得価額は、払込期日(払込期間を定めた場合には当該払

込期間の最終日。以下本(a)において同じ。)の翌日以降、また、株主への割当てに係る基準日を定め

た場合は当該基準日(以下、「株主割当日」という。)の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有

する普通株式を処分する場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分す

る当社が保有する普通株式の数」、「当社が保有する株式の数」は「処分前において当社が保有す

る普通株式の数」とそれぞれ読み替える。

　 　 　 　 (発行済普通株式の数－当社が
＋

新たに発行する普通株式の数×１株当たり払込金額

調整後
＝
調整前

×
保有する普通株式の数) 調整前取得価額

取得価額 取得価額 (発行済普通株式の数－当社が保有する普通株式の数)＋新たに発行する普通株式の数

　　但し、本(ⅲ)による取得価額の調整は、第二回優先株式の発行済株式の総数の過半数を有する第二回

優先株主がかかる調整を不要とした場合には行われない。

EDINET提出書類

日本橋梁株式会社(E01358)

四半期報告書

14/38



(ⅳ)調整前の取得価額を下回る価額をもって、(x)普通株式の交付と引換えに当社に取得される株式、新

株予約権もしくはその他の証券または当社に対して取得を請求できる株式、新株予約権もしくはそ

の他の証券を発行または処分する場合(無償割当ての場合を含む。)または、(y)普通株式を目的とす

る新株予約権の交付と引換えに当社に取得される株式、新株予約権もしくはその他の証券または当

社に対して取得を請求できる株式、新株予約権もしくはその他の証券を発行または処分する場合

(無償割当ての場合を含む。)、かかる株式、新株予約権もしくはその他の証券の払込期日(新株予約

権の場合は割当日。以下本(ⅳ)において同じ。)に、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日(無償

割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本(a)において同じ。)に、また株主割当日があ

る場合はその日に、発行または処分される株式、新株予約権もしくはその他の証券の全てが当初の

条件で取得または行使等され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株

当たり払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後の価額とする。調整後の取

得価額は、払込期日の翌日以降、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割

当日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。但し、本(ⅳ)による取得価額の調整は、第

二回優先株式の発行済株式の総数の過半数を有する第二回優先株主がかかる調整を不要とした場

合には行われない。

(ⅴ)行使することにより、調整前の取得価額を下回る価額をもって普通株式または普通株式の交付と引

換えに取得される株式もしくは当社に対して取得を請求できる株式の交付を受けることができる

新株予約権を発行する場合(無償割当ての場合を含む。)、かかる新株予約権の割当日に、無償

割当ての場合にはその効力が生ずる日に、また株主割当日がある場合にはその日に、発行される新

株予約権全てが当初の条件で行使されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり払込

金額」として新株予約権の行使に際して出資される財産の１株当たりの価額を使用して計算され

る額を、調整後の取得価額とする。調整後の取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、こ

れを適用する。但し、本(ⅴ)による取得価額の調整は、当社または子会社の取締役、監査役もしくは

従業員または社外協力者に対するストックオプションとして発行される普通株式を目的とする新

株予約権には適用されないものとし、また、第二回優先株式の発行済株式の総数の過半数を有する

第二回優先株主がかかる調整を不要とした場合にも行われない。

(b)上記(a)に掲げる事由のほか、下記(ⅰ)乃至(ⅳ)のいずれかに該当する場合には、当社は第二回優先株

主及び第二回優先登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後の

取得価額、適用日及びその他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行うものとする。

(ⅰ)合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、吸収

分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部もしくは一部の承継、または新設分

割のために取得価額の調整を必要とするとき。

(ⅱ)前(ⅰ)のほか、普通株式の発行済株式の総数(但し、当社が保有する普通株式の数を除く。)の変更ま

たは変更の可能性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

(ⅲ)上記(a)の(ⅳ)に定める株式、新株予約権またはその他の証券につきその取得または行使等により

普通株式が交付され得る期間が終了したとき。但し、当該株式、新株予約権またはその他の証券の全

てにつき普通株式が交付された場合を除く。

(ⅳ)上記(a)の(ⅴ)に定める新株予約権の行使期間が終了したとき。但し、当該新株予約権全てにつき行

使請求が行われた場合を除く。

(c)取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、特段の定めがない限り、円位未満小数第２位まで算出

し、その小数第２位を四捨五入する。

(d)取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にと

どまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。但し、その後取得価額の調整を必要とする事由が発

生し、取得価額を算出する場合には調整前取得価額はこの差額を差引いた額とする。

(e)取得価額の調整が行われる場合には、当社は、関連事項決定後直ちに、第二回優先株主または第二回優

先登録株式質権者に対して、その旨並びにその事由、調整後の取得価額、適用日及びその他の必要事項

を通知しなくてはならない。
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(ニ)取得により交付すべき普通株式数

第二回優先株式の取得により交付すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。

普通株式数 ＝
第二回優先株主が取得請求のために提出した第二回優先株式の払込金額の総額

取得価額

但し、第二回優先株主が取得請求のために提出した第二回優先株式の払込金額の総額は、第二回優先株

式つき、株式分割、株式併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。取得により

交付すべき普通株式数の算出にあたって、１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、会社法第

167条第３項に定める金銭による調整は行わない。

(ホ)取得請求受付場所

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

(ヘ)取得の効力発生

取得の効力は、取得請求書及び取得請求に係る第二回優先株式の株券が上記(ホ)に記載する取得請求

受付場所に到着した時に発生する。

(6)普通株式を対価とする一斉取得条項

①当社は、第５項①に定める取得請求期間中に取得請求のなかった第二回優先株式の全部または一部を、取得

請求期間末日の翌日以降の日で、取締役会の決議で定める日(以下、「一斉取得日」という。)が到来するこ

とをもって、取得することができる。この場合においては、当社は、当該取得に関する決議をする取締役会開

催日(以下、「決議日」という。)における剰余授権株式数(以下に定義される。)の範囲内において、以下の定

めにより第二回優先株式に交付する普通株式の総数が最大となるように、取得する第二回優先株式の数を

定めるものとする。

当社は、第二回優先株式の取得の対価として、取得する第二回優先株式の払込金額の総額を取得価額で除し

て得られる数の普通株式を交付する。この場合における取得価額は、一斉取得日を第５項②(ロ)に定める修

正日とみなし、第５項②(ロ)に従って算出する。

前記の普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法によ

りこれを取扱う。

当社は、第二回優先株式の一部を取得するものとするときは、決議日の前日の最終の株主名簿に記載または

記録された第二回優先株主の保有株式数に応じ、当社が取得する総数を各第二回優先株主に比例配分する

方法により、各第二回優先株主からの取得数(小数第１位まで計算し、その小数第１位を切り捨てる。)を定

めるものとする。

「剰余授権株式数」については、第５項の定めを準用する。この場合において、「当該取得請求可能日」と

あるのは「当該決議日」と読み替える。

②当社は、一斉取得日以降も第二回優先株式(当社が保有するものを除く。)が存在する場合には、当該第二回

優先株式の全部または一部を、一斉取得日以降の日で取締役会の決議で定める日(以下、「追加一斉取得

日」という。)が到来することをもって、取得することができる。追加一斉取得日において取得する第二回優

先株式の数及び取得の対価につき①を準用する。

(7)現金を対価とする取得請求権

　　第二回優先株主は、第６項①の一斉取得日の翌日から2012年６月30日までの間、その保有する第二回優先株式の

全部または一部について、当社に対してその取得を請求することができるものとし、当社は、第二回優先株主

が取得の請求をした第二回優先株式を取得するのと引換えに、第二回優先株式１株につき下記に定める額の

金銭を当該第二回優先株主に対して交付するものとする。

　　第二回優先株式１株につき以下に定める額に、第二回累積未配当金相当額を加算した額とする。

320円(１株当たり払込金額の100％)

(8)優先順位

①剰余金の配当の額

　　第一回優先配当金及び第二回優先配当金の支払順位は、第二回優先配当金を第１順位とし、第一回優先配当金を

第２順位とする。

②残余財産の分配の優先順位

　　第一回優先株式及び第二回優先株式に係る残余財産の分配の支払順位は、第一回優先株式に係る残余財産の分

配の支払いを第１順位とし、第二回優先株式に係る残余財産の分配の支払いを第２順位とする。
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③取得請求権の優先順位

　　第一回優先株式に係る取得請求権の行使及び第二回優先株式に係る取得請求権の行使の双方がなされ、その取

得請求受付場所への到達が同時またはその先後が不明の場合は、第二回優先株式に係る取得請求権の行使が

先になされたものとみなす。

④用語

　　本項における第一回優先株式、第二回優先株式、第一回優先配当金及び第二回優先配当金の用語は、いすれも定

款第２章の２で定義される意味で用いられる。

　

７　第三回優先株式の内容は以下のとおりであります。
　 (1)配当金

　①優先配当金の額

当社は、剰余金の配当(配当財産の種類を問わない。)をするときは、当該配当の基準日の最終の株主名簿に記

載又は記録された第三回優先株式を有する株主(以下、「第三回優先株主」という。)又は第三回優先株式の登

録株式質権者(以下、「第三回優先株式登録株式質権者」という。)に対し、同日の最終の株主名簿に記載又は

記録された普通株式を有する株主(以下、「普通株主」という。)又は普通株式の登録株式質権者(以下、「普通

登録株式質権者」という。)に先立ち、かつ第８項に定める支払順位に従い、第三回優先株式の払込金額

(50,000円)に対し、下記により事業年度毎に定められる第三回優先配当金配当年率に基づき、当該基準日が属

する事業年度の初日(平成20年３月31日に終了する事業年度にあっては平成19年６月１日。いずれにおいても

当該日を含む。)から当該配当の基準日(同日を含む。)までの期間につき月割計算(ただし、１ヶ月未満の期間

については年365日の日割計算)により算出される額の配当(以下、「第三回優先配当金」という。)をする。計

算の結果が5,000円を超えるときは、第三回優先配当金の額は5,000円とする。ただし、すでに当該事業年度に

属する日を基準日として第三回優先株主又は第三回優先登録株式質権者に配当金(次号に定める第三回累積

未配当金に対する配当金を除く。)を支払ったときは、かかる配当金の累積額を控除する。

　　第三回優先配当金配当年率＝日本円TIBOR(６ヶ月物)＋１％

「日本円TIBOR(６ヶ月物)」は、各事業年度の初日(当日が銀行休業日の場合は直前の銀行営業日)の、午前11

時における日本円６ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レートとして全国銀行協会によっ

て公表される数値とする。また、当該日において午前11時における日本円６ヶ月物トーキョー・インター・バ

ンク・オファード・レートが公表されない場合は、同日(当日が銀行休業日の場合は直前の銀行営業日)ロン

ドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるユーロ円６ヶ月物ロンドン・インター・バンク・オ

ファード・レート(ユーロ円LIBOR６ヶ月物(360日ベース))として英国銀行協会によって公表される数値又は

これに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR(６ヶ月物)に代えて用いるものとする。日本円TIBOR(６ヶ

月物)又はこれに代えて用いる数値は、％位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。

　②累積型

ある事業年度において第三回優先株主又は第三回優先登録株式質権者に支払われた配当金の合計額が上記①

の第三回優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度に限り累積するものとする(以下、「第

三回累積未配当金」という。)。第三回累積未配当金は、普通株主に対する配当金に先立って支払われるものと

するが、第一回優先株主及び第二回優先株主への累積未配当金には劣後する。 

　③非参加型

第三回優先株主又は第三回優先登録株式質権者に対しては、第三回優先配当金を越えて配当は行わない。

(2)残余財産の分配

第三回優先株主又は第三回優先登録株式質権者に対しては、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、かつ

第８項に定める支払順位に従い、第三回優先株式１株につき50,000円を優先して分配するものとし、これを越

える部分については、普通株主又は普通登録株式質権者に全額分配される。

(3)株主総会における議決権

第三回優先株主は、株式総会において議決権を有さない。

(4)譲渡制限

第三回優先株式を譲渡により取得するには、当社取締役会の承認を要する。
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(5)普通株式を対価とする取得請求権

第三回優先株主は、当社に対し、以下に定める取得請求期間中、以下に定める取得の条件で、その有する第三回

優先株式の全部又は一部につき、普通株式の交付を対価とする取得を請求することができる。ただし、本項に

基づく第三回優先株主による取得の請求(本項において、以下、「本件請求」という。)がなされた下記①に定

める取得請求可能日において、剰余授権株式数(以下に定義される。)が請求対象普通株式総数(以下に定義さ

れる。)を下回る場合には、(ⅰ)本件請求に係る第三回優先株式の数に、(ⅱ)剰余授権株式数を請求対象普通株

式総数で除して得られる数を乗じた数(小数第１位まで計算し、その小数第１位を切り捨てる。)の第三回優先

株式のみ、本件請求の効力が生じるものとし、本件請求の効力が生じる第三回優先株式以外の本件請求に係る

第三回優先株式については、取得請求がなされなかったものとみなす。なお、複数の本件請求がなされ、同時に

到達した場合、各本件請求に係る請求対象普通株式総数の総数が剰余授権株式数を上回る場合には、按分によ

り本件請求の効力が生じるものとし、本件請求の効力が生じる第三回優先株式以外の本件請求に係る第三回

優先株式については、取得請求がなされなかったものとみなす。複数の本件請求がなされ、その到達の先後不

明の場合は、同時に到達したものとみなす。

　　「剰余授権株式数」とは、以下のＡ及びＢのいずれか小さい数をいう。

　　Ａ：(Ⅰ)当該取得請求可能日における当社の発行可能種類株式総数より、(Ⅱ)(ⅰ)当該取得請求可能日における

発行普通株式の数、(ⅱ)当該取得請求可能日における発行済第一回優先株式の数、(ⅲ) 当該取得請求可

能日における発行済第二回優先株式の数、(ⅳ) 当該取得請求可能日における発行済第三回優先株式の

数、(ⅴ)新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。ただし、権利を行使することができる期間

の初日が到来していないものを除く。)の新株予約権者がその新株予約権の行使により取得することとな

る普通株式の数(それぞれ小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。)の総数を控除した数を

いう。

　　Ｂ：(Ⅰ)当該取得請求可能日における当社の普通株式の発行可能種類株式総数より、(Ⅱ)(ⅰ)当該取得請求可能

日における発行済普通株式の数、(ⅱ)新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。ただし、権利

を行使することができる期間の初日が到来していないものを除く。)の新株予約権者がその新株予約権の

行使により取得することとなる普通株式の数(それぞれ小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上

げる。)の総数を控除した数をいう。 

「請求対象普通株式総数」とは、第三回優先株主が当該取得請求可能日に取得を請求した第三回優先株式の

払込金額の総額を当該取得請求可能日における下記②に定める取得価額で除して得られる数(小数第１位ま

で算出し、その小数第１位を切り上げる。)の総数をいう。

①取得請求期間

平成19年６月30日から平成22年６月30日までとする。取得請求期間に属する日を取得請求可能日という。

②取得の条件

当社は、本件請求に係る第三回優先株式を取得したときは、第三回優先株式１株につき下記(イ)乃至(ハ)

に定める取得価額に基づいて算定される数の当社の普通株式を交付する。

(イ)当初取得価額

332円

(ロ)取得価額の修正

取得価額は、第三回優先株主が当社に対し第三回優先株式の取得を請求した日(以下、「修正日」とい

う。)において、修正日における「時価」が、当該修正日の前日において有効な取得価額を下回る場合は、

当該時価に修正される(以下、「修正後取得価額」という。)。ただし、修正後取得価額が当初取得価額の

50％に相当する金額(円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以下、「下限取得価

額」という。ただし、下記(ハ)により調整される。)を下回る場合には下限取得価額をもって修正後取得価

額とする。上記「時価」とは、当該修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引

所(当社の普通株式が同取引所に上場されていないときは株式会社大阪証券取引所)における当社の普通

株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除く。円位未満小数第１位ま

で算出し、その小数第１位を切り上げる。)とする。なお、取得価額の修正は、第三回優先株式の取得が請求

される毎に行われ、当該修正後取得価額は、当該修正日に取得請求がなされていない第三回優先株式につ

いては適用しないものとする。
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(ハ)取得価額の調整

(a)第三回優先株式発行後、以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調

整する。

(ⅰ)普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、以下の算式により取得価額を調整す

る。なお、株式無償割当ての場合には、下記の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割

当て前発行済普通株式数(ただし、その時点で当社が保有する普通株式を除く。)」、「分割後発行済

普通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数(ただし、その時点で当社が保有する普通株式を

除く。)」とそれぞれ読み替える。

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

　　調整後の取得価額は、株式の分割に係る基準日または株式無償割当ての効力が生ずる日(無償割当て

に係る基準日を定めた場合は当該基準日)の翌日以降これを適用する。但し、分配可能額から資本に

組み入れられることを条件としてその部分をもって株式分割により普通株式を発行する旨取締役

会で決議する場合で、当該分配可能額の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式

分割のための基準日とする場合には、調整後取得価額は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、これ

を適用する。

(ⅱ)普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取

得価額を調整する。

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

(ⅲ)調整前の取得価額を下回る払込金額をもって普通株式を発行または当社が保有する普通株式を処

分する場合(無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される株式もしくは新株予約権(新

株予約権付社債に付されたものを含む。以下、本(ⅲ)において同じ。)の取得による場合または普通

株式を目的とする新株予約権の行使による場合を除く。)、次の算式(以下、「取得価額調整式」とい

う。)により取得価額を調整する。調整後の取得価額は、払込期日(払込期間を定めた場合には当該払

込期間の最終日。以下本(a)において同じ。)の翌日以降、また、株主への割当てに係る基準日を定め

た場合は当該基準日(以下、「株主割当日」という。)の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有

する普通株式を処分する場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分す

る当社が保有する普通株式の数」、「当社が保有する株式の数」は「処分前において当社が保有す

る普通株式の数」とそれぞれ読み替える。

　
　 　 　 　 (発行済普通株式の数－当社が

＋
新たに発行する普通株式の数×１株当たり払込金額

調整後
＝
調整前

×
保有する普通株式の数) 調整前取得価額

取得価額 取得価額 (発行済普通株式の数－当社が保有する普通株式の数)＋新たに発行する普通株式の数

　
　　ただし、本(ⅲ)による取得価額の調整は、第三回優先株式の発行済株式の総数の過半数を有する第三

回優先株主がかかる調整を不要とした場合には行われない。

(ⅳ)調整前の取得価額を下回る価額をもって、(ｘ)普通株式の交付と引換えに当社に取得される株式、

新株予約権若しくはその他の証券又は当社に対して取得を請求できる株式、新株予約権若しくはそ

の他の証券を発行又は処分する場合(無償割当ての場合を含む。)又は、(ｙ)普通株式を目的とする

新株予約権の交付と引換えに当社に取得される株式、新株予約権若しくはその他の証券又は当社に

対して取得を請求できる株式、新株予約権若しくはその他の証券を発行又は処分する場合(無償割

当ての場合を含む。)、かかる株式、新株予約権若しくはその他の証券の払込期日(新株予約権の場合

は割当日。以下、本(ⅳ)において同じ。)に、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日(無償割当て

に係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本(a)において同じ。)に、また株主割当日がある場

合はその日に、発行又は処分される株式、新株予約権若しくはその他の証券の全てが当初の条件で

取得又は行使等され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり払

込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後の取得価額とする。調整後の取得価

額は、払込期日の翌日以降、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日以降、また株主割当日がある

場合にはその日の翌日以降、これを適用する。ただし、本(ⅳ)による取得価額の調整は、第三回優先

株式の発行済株式の総数の過半数を有する第三回優先株主がかかる調整を不要とした場合には行

われない。
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(ⅴ)行使することにより、調整前の取得価額を下回る価額をもって普通株式又は普通株式の交付と引換

えに取得される株式若しくは当社に対して取得を請求できる株式の交付を受けることができる新

株予約権を発行する場合(無償割当ての場合を含む。)、かかる新株予約権の割当日に、無償割当ての

場合にはその効力が生ずる日に、また株主割当日がある場合にはその日に、発行される新株予約権

全てが当初の条件で行使等され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において、

「１株当たり払込金額」として新株予約権の行使に際して出資される財産の１株当たり

　　の価額を使用して計算される額を、調整後の取得価額とする。調整後の取得価額は、かかる新株予約権

の割当日の翌日以降、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日があ

る場合にはその翌日以降、これを適用する。ただし、本(ⅴ)による取得価額の調整は、当社又は子会

社の取締役、監査役若しくは従業員又は社外協力者に対するストック・オプションとして発行され

る普通株式には適用されないものとし、また、第三回優先株式の発行済株式の総数の過半数を有す

る第三回優先株主がかかる調整を不要とした場合にも行われない。

(b)上記(a)に掲げた事由によるほか、下記(ⅰ)ないし(ⅳ)のいずれかに該当する場合には、当社は第三回

優先株主及び第三回優先株式登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事

由、調整後の取得価額、適用日及びその他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行うも

のとする。

(ⅰ)合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、吸収

分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部の承継、又は新設分割

のために取得価額の調整を必要とするとき。

(ⅱ)前(ⅰ)のほか、普通株式の発行済株式の総数(ただし、当社が保有する普通株式の数を除く。)の変更

又は変更の可能性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

(ⅲ)上記(a)の(ⅳ)に定める株式、新株予約権又はその他の証券につきその取得又は行使等により普通

株式が交付され得る期間が終了したとき。ただし、当該株式、新株予約権又はその他の証券全てにつ

き普通株式が交付された場合を除く。

(ⅳ)上記(a)の(ⅴ)に定める新株予約権の行使期間が終了したとき。ただし、当該新株予約権全てにつき

行使請求が行われた場合を除く。

(c)取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、特段の定めがない限り、円位未満小数第２位まで算出

し、その小数第２位を四捨五入する。

(d)取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にと

どまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。但し、その後取得価額の調整を必要とする事由が発

生し、取得価額を算出する場合には調整前取得価額はこの差額を差引いた額とする。

(e)取得価額の調整が行われる場合には、当社は、関連事項決定後直ちに、第三回優先株主又は第三回優先

登録株式質権者に対して、その旨並びにその事由、調整後の取得価額、適用日及びその他の必要事項を

通知しなくてはならない。

(ニ)取得により交付すべき普通株式数

第三回優先株式の取得により交付すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。

普通株式数 ＝
第三回優先株主が取得請求のために提出した第三回優先株式の払込金額の総額

取得価額

ただし、第三回優先株主が取得請求のために提出した第三回優先株式の払込金額の総額は、第三回優先

株式につき、株式分割、株式併合又はこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。取得によ

り交付すべき普通株式数の算出にあたって、１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、会社法第

167条第３項に定める金銭による調整は行わない。

(ホ)取得請求受付場所

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部 

(ヘ)取得の効力発生

取得の効力は、取得請求書および取得請求に係る第三回優先株式の株券が上記(ホ)に記載する取得請

求受付場所に到着した時に発生する。ただし、第三回優先株式の株券が発行されないときは、株券の提

出を要しない。
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(6)普通株式を対価とする一斉取得条項

①当社は、第５項①に定める取得請求期間中に取得請求のなかった第三回優先株式の全部又は一部を、取得請

求期間末日の翌日以降の日で取締役会の決議で定める日(以下、「一斉取得日」という。)が到来することを

もって、取得することができる。この場合においては、当社は、当該取得に関する決議をする取締役会開催日

(以下、「決議日」という。)における剰余授権株式数(以下に定義される。)の範囲内において、以下の定めに

より第三回優先株主に交付する普通株式の総数が最大となるように、取得する第三回優先株式の数を定め

るものとする。 

当社は、第三回優先株式の取得の対価として、取得する第三回優先株式の払込金額の総額を取得価額で除し

て得られる数の普通株式を交付する。この場合における取得価額は、一斉取得日を第５項②(ロ)に定める修

正日とみなし、第５項②(ロ)に従って算出する。前記の普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が

生じたときは、会社法第234条に定める方法によりこれを取扱う。

当社は、第三回優先株式の一部を取得するものとするときは、決議日の前日の最終の株主名簿に記載又は記

録された第三回優先株主の保有株式数に応じ、当社が取得する総数を各第三回優先株主に比例配分する方

法により、各第三回優先株主からの取得数(小数第１位まで計算し、その小数第１位を切り捨てる。)を定め

るものとする。

　「剰余授権株式数」については、第５項の定めを準用する。この場合において、「当該取得請求可能日」と

あるのは「当該決議日」と読み替える。

②当社は、一斉取得日以降も第三回優先株式(当社が保有するものを除く。)が存在する場合には、当該第三回

優先株式の全部又は一部を、一斉取得日以降の日で取締役会の決議で定める日(以下、「追加一斉取得日」

という。)が到来することをもって、取得することができる。追加一斉取得日において取得する第三回優先株

式の数及び取得の対価につき、①を準用する。

(7)現金を対価とする取得請求権

　　第三回優先株主は、第６項①の一斉取得日の翌日から平成24年６月30日までの間、その保有する第三回優先株式

の全部又は一部について、当社に対してその取得を請求することができるものとし、当社は、第三回優先株主

が取得の請求をした第三回優先株式を取得するのと引換えに、第三回優先株式１株につき下記に定める額の

金銭を当該第三回優先株主に対して交付するものとする。

　　第三回優先株式１株につき以下に定める額に、第三回累積未配当金相当額を加算した額とする。

50,000円(１株当たり払込金額の100％)

(8)優先順位

①剰余金の配当の額

　　第一回優先配当金、第二回優先配当金および第三回優先配当金の支払順位は、第二回優先配当金を第１順位、第

一回優先配当金を第２順位とし、第三回優先配当金を第３順位とする。

②残余財産の分配の優先順位

　　第一回優先株式、第二回優先株式および第三回優先株式に係る残余財産の分配の支払順位は、第一回優先株式に

係る残余財産の分配の支払いを第１順位、第二回優先株式に係る残余財産の分配の支払いを第２順位とし、第

三回優先株式に係る残余財産の分配の支払いを第３順位とする。

③取得請求権の優先順位

　　第一回優先株式に係る取得請求権の行使、第二回優先株式に係る取得請求権の行使及び第三回優先株式に係る

取得請求権の行使の各々がなされ、その取得請求受付場所への到達が同時又はその先後が不明な場合は、上記

①記載の順位と同様に、かかる取得請求権の行使がなされたものとみなす。

④用語

　　本項における第一回優先株式、第二回優先株式および第三回優先株式、第一回優先配当金、第二回優先配当金お

よび第三回優先配当金の用語は、いずれも定款第２章の２で定義される意味で用いられる。

(9)単元株式数

　　単元株式数は、発行価額等を考慮し１株としている。

　

８　会社法第322条第２項に規定する定款の定めはございません。　

　
　

(2) 【新株予約権等の状況】

ストック・オプションとして発行する新株予約権につきましては、付与がなされておりませんので記

載を省略いたします。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

― 34,712,350 ― 1,000,000 ― 453,957

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載する

ことができませんので、直前の基準日である平成21年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式

第一回優先株式 5,000,000

第二回優先株式

第三回優先株式

12,312,500

10,000

―

１「株式等の状況」の
（1）「株式の総数等」の
②「発行済株式」の注記参
照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 16,850
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 17,354,300 347,086 ―

単元未満株式 普通株式 18,700 ― １単元(50株)未満の株式

発行済株式総数

普通株式 17,389,850

第一回優先株式 5,000,000

第二回優先株式

第三回優先株式

12,312,500

10,000

― ―

総株主の議決権 ― 347,086 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,250株(議決権105個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式48株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日本橋梁株式会社

大阪市北区西天満６丁目
７番２号

16,850 ― 16,850 0.10

計 ― 16,850 ― 16,850 0.10
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　①普通株式

月別
平成21年
   ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 245 265 248 239 227 211 182 303 267

最低(円) 217 218 224 188 207 171 160 172 225

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　②第一回優先株式、第二回優先株式及び第三回優先株式

当社第一回優先株式、第二回優先株式及び第三回優先株式は、非上場であるため、該当事項はありま
せん。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。
　

  役職の異動 　 　 　

新役名および職名 旧役名および職名 氏名 異動年月日

取締役　生産本部長　 取締役　播磨工場長
毛　利　良　介 平成21年7月1日

兼 品質保証担当 兼 品質保証担当

取締役　生産本部長　 取締役　生産本部長
毛　利　良　介 平成21年12月15日

　兼 品質保証・総務グループ担当 兼 品質保証担当

(注)　当社は、当社を取り巻く経営環境の変化に迅速かつ的確に対応するため、平成21年６月26日に業務執行

役員制度を導入致しました。

業務執行役員は、福神正俊（常務執行役員）、毛利良介（常務執行役員）、坂下清信（常務執行役

員）、友川貴文（執行役員）、丸谷勇二（執行役員）、小西日出幸（執行役員）、藤本巧宏（執行役

員）の７名であります。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間

(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期

会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第３四半期会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３

四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、あずさ監

査法人により四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,323,165 1,898,819

受取手形及び売掛金 3,443,398 ※1
 2,277,334

仕掛品 2,468 21,518

原材料及び貯蔵品 12,420 16,848

その他 72,502 58,716

流動資産合計 4,853,955 4,273,238

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 924,139 932,201

構築物（純額） 139,318 142,619

機械及び装置（純額） 667,619 598,541

土地 2,114,532 2,114,532

建設仮勘定 － 15,485

その他（純額） 27,580 26,825

有形固定資産合計 ※1, ※2
 3,873,189

※1, ※2
 3,830,206

無形固定資産

無形固定資産合計 13,081 9,478

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 116,401

※1
 116,301

投資不動産（純額） ※1, ※2
 304,767

※1, ※2
 314,651

前払年金費用 49,180 53,395

その他 45,711 55,391

投資その他の資産合計 516,060 539,740

固定資産合計 4,402,331 4,379,425

資産合計 9,256,286 8,652,664
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(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 2,064,767

※1
 1,644,646

短期借入金 ※1
 1,450,000

※1
 164,900

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 2,363,553

※1
 2,686,053

未払金 ※1
 390,312

※1
 551,366

未払法人税等 14,056 22,543

前受金 305,413 1,057,274

賞与引当金 26,499 54,500

工事損失引当金 7,868 505

損害賠償損失引当金 115,396 221,396

その他 54,110 42,285

流動負債合計 6,791,977 6,445,470

固定負債

長期借入金 ※1
 112,738 45,238

退職給付引当金 362,719 318,728

その他 550 4,069

固定負債合計 476,008 368,036

負債合計 7,267,985 6,813,507

純資産の部

株主資本

資本金 1,000,000 1,000,000

資本剰余金 453,957 453,957

利益剰余金 541,104 392,007

自己株式 △6,421 △6,367

株主資本合計 1,988,641 1,839,597

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △340 △440

評価・換算差額等合計 △340 △440

純資産合計 1,988,301 1,839,157

負債純資産合計 9,256,286 8,652,664
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 5,891,095 6,892,803

売上原価 5,363,389 6,301,548

売上総利益 527,706 591,255

販売費及び一般管理費

役員報酬 25,686 21,666

従業員給料及び賞与 136,033 147,696

法定福利及び厚生費 31,434 32,084

不動産賃借料 26,370 26,406

旅費交通費及び通信費 31,100 30,711

その他 118,251 122,429

販売費及び一般管理費合計 368,875 380,993

営業利益 158,830 210,261

営業外収益

投資不動産賃貸料 37,327 36,314

その他 13,722 3,934

営業外収益合計 51,049 40,248

営業外費用

支払利息 86,170 62,018

その他 15,039 14,511

営業外費用合計 101,209 76,530

経常利益 108,670 173,978

特別利益

投資有価証券売却益 9,576 －

その他 46 －

特別利益合計 9,622 －

特別損失

固定資産処分損 2,214 7,775

会員権評価損 － 5,000

損害賠償損失 223,793 －

その他 3,583 －

特別損失合計 229,591 12,775

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △111,297 161,203

法人税、住民税及び事業税 13,044 12,106

四半期純利益又は四半期純損失（△） △124,341 149,097
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【第３四半期会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 2,112,415 2,623,288

売上原価 1,872,609 2,329,291

売上総利益 239,805 293,997

販売費及び一般管理費

役員報酬 8,373 7,397

従業員給料及び賞与 45,947 51,179

法定福利及び厚生費 10,633 11,127

不動産賃借料 8,751 8,952

旅費交通費及び通信費 9,742 11,413

その他 40,411 41,160

販売費及び一般管理費合計 123,860 131,230

営業利益 115,945 162,766

営業外収益

投資不動産賃貸料 12,387 12,102

その他 5,073 735

営業外収益合計 17,460 12,837

営業外費用

支払利息 27,023 22,862

その他 4,729 4,567

営業外費用合計 31,753 27,429

経常利益 101,652 148,174

特別損失

固定資産処分損 2,214 7,775

会員権評価損 － 5,000

損害賠償損失 223,793 －

その他 3,583 －

特別損失合計 229,591 12,775

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △127,939 135,399

法人税、住民税及び事業税 4,348 4,035

四半期純利益又は四半期純損失（△） △132,287 131,364
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△111,297 161,203

減価償却費 79,145 82,147

賞与引当金の増減額（△は減少） △23,202 △28,001

退職給付引当金の増減額（△は減少） 27,638 48,205

工事損失引当金の増減額（△は減少） △31,290 7,362

損害賠償損失引当金の増減額（△は減少） 206,000 －

受取利息及び受取配当金 △1,971 △868

支払利息 86,170 62,018

固定資産処分損益（△は益） 2,214 7,775

会員権評価損 － 5,000

投資有価証券売却損益（△は益） △9,576 －

売上債権の増減額（△は増加） 493,570 △1,917,924

たな卸資産の増減額（△は増加） 438,592 23,478

仕入債務の増減額（△は減少） 249,091 404,621

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,486 △59,763

その他の流動資産の増減額（△は増加） △7,179 △11,142

その他の流動負債の増減額（△は減少） △340,553 △74,883

その他 1,719 △4,976

小計 1,060,556 △1,295,746

利息及び配当金の受取額 1,954 868

利息の支払額 △84,651 △64,549

損害賠償金の支払額 － △107,143

法人税等の支払額 △17,392 △17,432

営業活動によるキャッシュ・フロー 960,467 △1,484,002

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △41,342 △125,269

投資有価証券の売却による収入 51,267 －

貸付金の回収による収入 10,028 242

その他 2,643 3,328

投資活動によるキャッシュ・フロー 22,596 △121,698

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,050,000 1,285,100

長期借入金の返済による支出 △403,255 △345,000

長期借入れによる収入 － 90,000

自己株式の取得による支出 △161 △53

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,453,416 1,030,046

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △470,352 △575,654

現金及び現金同等物の期首残高 1,807,253 1,898,819

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,336,901

※
 1,323,165
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

  会計処理の原則及び手続の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工期１年以上、契約金額１億円以上の橋梁工事については工

事進行基準、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企

業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第18号 平成19年12月27日）を第１四半期会計期間より適用し、第１四半期会計期間に着手した工事契約から、当

第３四半期会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　これにより、当第３四半期累計期間の売上高は162,432千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益

はそれぞれ4,820千円増加しております。

　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

（四半期貸借対照表関係）

前第３四半期会計期間において、流動負債の「その他の引当金」に含めて表示しておりました「賞与引当金」

及び「工事損失引当金」は、前事業年度末数値との比較を明瞭に表示するため、当第３四半期会計期間では区分掲

記することとしております。なお、前第３四半期会計期間の流動負債の「その他の引当金」に含まれる「賞与引当

金」は24,498千円、「工事損失引当金」は24,532千円であります。

 

　

【簡便な会計処理】

当第３四半期累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

  棚卸資産の評価方法

当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎とし

て合理的な方法により算定する方法によっております。
　

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。

　

　

【追加情報】

当第３四半期累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。

　

　

　

EDINET提出書類

日本橋梁株式会社(E01358)

四半期報告書

30/38



【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

※１　担保に供している資産

下記の資産を短期借入金1,450,000千円、長期借入

金2,393,119千円（１年内返済予定の長期借入金

2,325,619千円を含む）及び仕入債務1,497,182千

円に対する担保に供しております。

　　　(工場財団)

建物 620,526千円

機械及び装置 570,311千円

土地 1,290,276千円

　　　 計 2,481,115千円

　　　(その他)

建物 300,473千円

土地 824,255千円

投資不動産 　
　建物 17,289千円

　土地 173,196千円

投資有価証券 2,900千円
 

※１　担保に供している資産

下記の資産を短期借入金164,900千円、１年内返済

予定の長期借入金2,648,119千円及び仕入債務

1,082,094千円に対する担保に供しております。

 

　　　(工場財団)

建物 620,729千円

機械及び装置 494,088千円

土地 1,290,276千円

　　　 計 2,405,094千円

　　　(その他)

建物 308,174千円

土地 824,255千円

投資不動産 　
　建物 18,017千円

　土地 173,196千円

投資有価証券 2,800千円

上記の他、工事請負代金の債権譲渡担保差入証書を

差し入れており、これに対応する工事請負代金総額

（既入金額を除く）は、236,560千円であります。

 

※２　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産 6,979,973千円

投資不動産 　
　建物 18,686千円

　構築物 37,711千円

　機械及び装置 232,288千円

 
 

※２　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産 6,999,983千円

投資不動産 　
　建物 17,959千円

　構築物 37,640千円

　機械及び装置 223,202千円

 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,336,901千円

預入期間が３か月超の定期預金   ― 千円

現金及び現金同等物 1,336,901千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,323,165千円

預入期間が３か月超の定期預金 ― 千円

現金及び現金同等物 1,323,165千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21

年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 17,389,850

第一回優先株式(株) 5,000,000

第二回優先株式(株) 12,312,500

第三回優先株式(株) 10,000

合計(株) 34,712,350

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 16,916

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

 当第３四半期累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)及び当第３四半期会計期間(自　平

成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のもの

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期会計期間におけ

るリース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

 当第３四半期会計期間末(平成21年12月31日)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

(デリバティブ取引関係)

 当第３四半期会計期間末(平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

 当第３四半期会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

平成19年６月28日開催の当社定時株主総会においてストック・オプションの実施を目的とする新株

予約権を発行することにつき承認をうけておりますが、付与がなされておりませんので記載を省略い

たします。
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(持分法損益等)

前第３四半期累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)及び前第３四半期会計期間(自　平

成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

当第３四半期累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)及び当第３四半期会計期間(自　平

成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

 当第３四半期会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産
当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

　　１株当たり純資産額　　 △206円83銭 　　１株当たり純資産額　　 △216円38銭

(注)１．１株当たり純資産額については、期末純資産額から「期末優先株式数×発行価額」等を控除した金額を、期

 末発行済普通株式数（「自己株式」を除く）で除して計算しております。

　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 1,988,301 1,839,157

普通株式に係る純資産額(千円) △3,593,223 △3,759,257

差額の主な内容 　 　
配当請求権及び残余財産分配請求権が優先的な株式の
払込金額(千円)

5,440,000 5,440,000

優先株式に係る累積優先配当額(千円) 141,525 158,415

普通株式の発行済株式数(千株) 17,389 17,389

普通株式の自己株式数(千株) 16 16

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(千株)

17,372 17,373

　

２ １株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失 10円77銭
　 　

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損
失であるため、記載しておりません。

　

１株当たり四半期純利益 5円27銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 1円19銭

　

(注)　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。
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項目
前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は四半期
純損失(△)(千円)

△124,341 149,097

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(千円)

△187,195 91,488

普通株主に帰属しない金額(千円) 62,853 57,609

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円)
　

　 　

　優先株式に係る優先配当額（当四半期におけ
る要支払額）

62,853 57,609

普通株式の期中平均株式数(千株) 17,373 17,373

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定
に用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳
(千円)

　 　

　優先株式に係る優先配当額（当四半期におけ
る要支払額）

― 51,121

四半期純利益調整額(千円) ― 51,121

普通株式増加数(千株) ― 102,861

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含まれなかった

潜在株式について前事業年度末から重要な変動

がある場合の概要

―

第三回優先株式　　10,000株

詳細については、第4「提出会社
の状況」の1「株式等の状況」
の(1)「株式の総数等」の②
「発行済株式」の注記に記載の
とおりであります。

　

第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
  至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失 8円82銭

　 　

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損
失であるため、記載しておりません。

　

１株当たり四半期純利益 6円46銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 1円07銭

　

(注)　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

項目
前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
  至　平成21年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は四半期
純損失(△)(千円)

△132,287 131,364

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(千円)

△153,238 112,161

普通株主に帰属しない金額(千円) 20,951 19,203

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円)
　

　 　

　優先株式に係る優先配当額（当四半期におけ
る要支払額）

20,951 19,203

普通株式の期中平均株式数(千株) 17,373 17,372

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定
に用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳
(千円)

　 　

　優先株式に係る優先配当額（当四半期におけ
る要支払額）

― 19,203

四半期純利益調整額(千円) ― 19,203

普通株式増加数(千株) ― 105,186

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含まれなかった

潜在株式について前事業年度末から重要な変動

がある場合の概要

― ―
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(重要な後発事象)

　当第３四半期会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

当社は、平成20年12月19日付けで、東日本高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社および独立行政

法人日本高速道路保有・債務返済機構より東京高等裁判所において、旧日本道路公団が平成14年度から

16年度に発注した鋼橋上部工工事に係る入札談合に関し、当社ほかに対する連帯債務としての独占禁止

法第25条に基づく損害賠償請求訴訟の提起を受けております。

　本訴訟の内、東日本高速道路株式会社からの提訴につきましては、その後取り下げとなりました。一方、

中日本高速道路株式会社および独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構からの提訴につきまして

は現在係争中であります。今後は、裁判において適切に対応してまいります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

日本橋梁株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　米　　林　　　　　彰　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　宮　　林　　利　　朗　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

橋梁株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第142期事業年度の第３四半期会計期間(平成

20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本橋梁株式会社の平成20年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前事業年度において経常利益１億１千５百万

円、当期純利益３億２千６百万円を計上しているが、この経常利益の水準は十分とは言えず、平成18年10月５

日に策定の「私的整理に関するガイドライン」に基づく「事業再生計画」における収益計画を下回る結果と

なっている。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営者

の対応等は当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような

重要な疑義の影響を四半期財務諸表には反映していない。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月12日

日本橋梁株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指　定　社　員 　
公認会計士　　宮　　林　　利　　朗　　印

業務執行社員 　

　

指　定　社　員 　
公認会計士　　黒　　川　　智　　哉　　印

業務執行社員 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

橋梁株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第143期事業年度の第３四半期会計期間(平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本橋梁株式会社の平成21年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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